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資料１－１

平成26年５月21日

環 境 省

「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」

（平成25年12月20日改定）について

１ 「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン （平成25年12月20」

日改定）変更点の概要）

標準化

各府省共通の５区分により、施策の進捗状況を横断的かつ分かりやすく把握

することが可能。

実施時期の重点化

毎年度評価を実施するのではなく、施策の節目に合わせて実施。

※ 環境省が取り組んでいる政策評価実施計画についても、実施時期の重点化に該当す

ると解される。

内容の重点化

目標達成状況のチェックだけでなく以下の観点を記載し、踏み込んだ評価を

実施。

① 事前に想定できなかった要因の分析

② 達成手段の有効性・効率性の検証

③ 未達成となった原因の分析

④ 目標の妥当性と必要な見直し

２ ガイドライン改定に伴う様式の変更点

【実施施策に係る政策評価の事前分析表】･･･ 別紙１

・測定指標欄： 年度ごとの実績値」欄、｢施策の進捗状況(実績)」欄を追加「

→ 基準年度から評価実施の前年度までの実績値を記入する。
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・ 施策の予算額・執行額」欄の追加「

→ 評価対象施策ごとの合計額を記入する。

・ 施策に関係する内閣の重要政策(施策方針演説等のうち主なもの)｣欄の追加「

→ 施政方針演説や閣議決定等で示された目標を「達成すべき目標」として

いるなど評価対象施策に関する内閣としての重要政策の主なものについ

て、施政方針演説等名称、年月日(国会会期)及び関係部分の抜粋を所定欄

に記入する。

【実施施策に係る政策評価書（事後評価書 】･･･ 別紙２）

・測定指標欄：達成欄の追加

→ 当該目標が達成されたか、達成されなかったかを書く

・評価結果欄：目標達成度合いの測定結果欄の追加

→ 目標期間が終了した時点や政策の改善・見直しに適切に反映できる時点

（長期計画の見直しに反映できる時点等）で、測定指標により示される達

成すべき目標の達成度合い及び達成度合いの判定理由について記入する。

（各行政機関共通区分）欄

目標期間が終了した時点で、測定指標の実績を目標に照らした上で、以下

の区分のいずれに当たるか「達成すべき目標｣の達成状況(５段階区分)を記

入する。

① 目標超過達成

全ての測定指標で目標が達成され、かつ、測定指標の主要なものが目

標を大幅に上回って達成されたと認められるもの

② 目標達成

全ての測定指標で目標が達成され、かつ、測定指標の主要なものが目

標を大幅に上回って達成されたと認められないもの

③ 相当程度進展あり

一部又は全部の測定指標で目標が達成されなかったが、主要な測定指

標は概ね目標に近い実績を示すなど、現行の取組を継続した場合、相当

な期間を要さずに目標達成が可能であると考えられるもの

④ 進展が大きくない

一部又は全部の測定指標で目標が達成されず、主要な測定指標につい

ても目標に近い実績を示さなかったなど、現行の取組を継続した場合、
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目標達成には相応の期間を要したと考えられるもの

⑤ 目標に向かっていない

主要な測定指標の全部又は一部が目標を達成しなかったため、施策と

しても目標達成に向けて進展していたとは認められず、現行の取組を継

続しても目標を達成する見込みがなかったと考えられるもの

（判断根拠）欄

① 目標超過達成とした場合においては、全ての実績が目標を達成したこ

と並びに実績が目標を大幅に上回った測定指標及びその測定指標で実

績が目標を大幅に上回ったとした理由

② 目標達成とした場合においては、全ての実績が目標を達成したこと

③ 相当程度進展ありとした場合においては、相当程度進展があったと判

断した根拠となる測定指標及び相当な期間を要さずに目標達成が可能

であるとした理由

④ 進展が大きくないとした場合においては、一定の進展を示したと判断

した測定指標及び一定の進展があると判断した理由並びに相当程度進

展があるとは認められないとした理由

⑤ 目標に向かっていないとした場合においては、施策として目標達成に

向けて進展を認められないと判断した理由

等について記入する。

・評価結果欄：施策の分析欄の追加

→ 当該施策に係る問題点のほか、事前分析表に達成手段として掲げた事業

が、達成すべき目標へ有効かつ効率的に寄与しているかについて、及び外

部要因等事前に想定できなかったことにより実績に与えた影響について分

析を行った結果を記入するように努める。記入に当たっては 「目標達成、

度合いの測定結果」欄に記載した内容を分析し、目標期間全体における取

組や最終的な実績とともに、事前分析表等で明らかにした目標等とその達

成手段に係る記載内容等を踏まえ、行政事業レビューの情報についても適

切に活用するものとする。

・評価結果欄：次期目標見直しの方向性欄の追加

→ 当期における施策の達成すべき目標及び測定指標の目標の妥当性を検証

し、必要な見直しを行い、今後の課題や当該施策に係る問題点を把握した

上で、次期の施策の新たな達成すべき目標及び測定指標の新たな目標の在

り方について記入する。
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ガイドライン改定に伴う標準様式の変更点 
 
●目標管理型の政策評価に係る評価書の標準書式 
【現行様式】                                                     【新様式】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指標ごとの達成状況

判定欄の追加 

評価結果を 5 段階区分

で記入する欄の追加 

評価結果に関する 

記入欄が細分化 

別紙２ 
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●実施施策に係る政策評価の事前分析表 
 
【新様式】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度ごとの実績値、施策の進捗

状況（実績）の記載欄を追加 

施策に関係する内閣の重要政策の

記載欄を追加 施策の予算額・執行額

に関係する記載欄を追


